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（１）指摘事項　…該当なし

（２）監査意見　…該当なし

（３）決算審査意見　…該当なし

２　前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 　…該当なし　

３　組織及び業務調べ

次世代産業担当

・バイオ関連産業等集積促進に関すること
・IＣＴ産業の振興、（一社）鳥取県情報産業協会に関すること
・（公財）鳥取県産業振興機構に関すること
・医療機器開発の支援、医工連携の推進に関すること
・環境ビジネスの振興に関すること
・リサイクル関連産業の振興に関すること

産業振興課

係（担当）名

産業支援担当

・起業創業支援に関すること
・次世代・地域資源産業育成に関すること
・産学金官連携の推進に関すること
・（地独）鳥取県産業技術センターに関すること
・知的財産の普及・施策及び（一社）鳥取県発明協会に関すること

１　前年度指摘事項等に対する措置等

課　　　　名 課　　の　　主　　な　　所　　掌　　事　　務
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４　職員の定員、現員調べ

29.4.1
現在

28.4.1
現在

29.4.1
現在

28.4.1
現在

29.4.1
現在

28.4.1
現在

29.4.1
現在

28.4.1
現在

11 12 1 1 12 13 経済産業振興監を含む

(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )

11 11 1 2 12 13

0 △ 1 0 1 0 0 0 0

0 0

2 2 2 2 建設業アドバイザー1名、事務補助1名

５ 役付職員の調べ

（平成29年9月1日現在）

年 月

2

現　　　　員

      　  種別

区分

事務職員 技術職員 現業職員

”

”

非常勤職員

職　　　　　名

前場　大輔 1

備　　　　　考

在職期間
備　　　　考

5

0 5

 計

前田　いづみ

佐々木　俊二

旧経済産業総室課長補佐（２年）を含め４年2

” 1

過不足(△)

臨 時 職 員

田口　邦彦

経済産業振興監

定　　　　員

課長

氏　　　　　　名

課長補佐

小谷　博之

1 5

51

西村　昭

2
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６　主な事業に関する調べ

（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源

56,243 0 0 56,243

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

(３)　起業創業チャレンジ支援事業
　独自性や新規性の高い革新的な起業について、創業前から成長軌道に乗るまでの間、総合支援を行う。（(公
財)鳥取県産業振興機構への補助事業により実施）

（主な取り組み）
　○図書館等と連携した起業相談会・説明会開催
　○企業経営に係る諸課題に関し、専門家にタイムリーに相談できる体制を構築
　○起業創業チャレンジ補助金
　　　（事業概要）
　　　創業費､創業後の管理費等を支援し創業時資金負担を軽減。
　　　・対 象 者：戦略的推進分野等に属する事業を行う（予定含む）者
　　　・補 助 率：１/２以内（上限額 ５百万円）
　　　・補助期間：最長２４カ月(債務負担行為:平成２８～２９年度)
　○ビジネスプランコンテスト・シンポジウム開催事業
　　　・起業者の掘起しのためのコンテストを実施
　　　・起業への意識啓発のため起業成功者の講演

(４)　鳥取の未来に変革を！とっとり起業女子応援事業（女性活躍推進課から配当替を受けて実施）
　女性の起業を促進し、地域社会の発展と本県の産業振興に繋げることを目的に実施する。

（主な取り組み）
　○とっとり起業女子フォーラムの開催（５月）
　○事業プラン発表会の開催（４回）
　○先輩起業家による伴走支援の実施
　　　　　　　＊WEB相談の実施など

（ア）

  地域密着型の新規開業者や新事業展開を行う中小企業に対し、創業初期の経費負担軽減、販路開拓拠点
の確保を支援し、地域における創業や新事業の安定的な定着を図る。
  また、特に独自性、新規性に優れた起業・創業については、専任コーディネータや専門家によるサポート、補
助金活用やビジネスプランコンテストを開催して表彰するなどの総合的な支援により、付加価値の高い新事業
創出を促進する。

（イ） 　事業の実施状況

(１)　スタートアップ応援事業
　県の創業支援資金または(株)日本政策金融公庫の新創業融資制度（ただし女性または若者、シニアの方限
定）を活用する創業者に利子補助を行う。

（制度概要）
　・対 象 者：県の創業支援資金または(株)日本政策金融公庫の実施する新創業融資制度（ただし女性または
　　　　　　　　若者（２９歳以下）、シニア（５５歳以上）の者限定）の借入者で次の要件を満たす者
　　　　　　　＊創業計画策定に商工団体などの指導・支援を受けた者
　　　　　　　＊創業支援計画策定市町村で認定された創業者
　・補 助 額：創業支援資金借入者・・・・借入額の利子相当額（年１．６６％）
　　　　　　　新創業支援資金借入者・・・・借入額の利子の一部（年０．８３％）
　・補助期間：３６月間

(２)　販路開拓県外ビジネス拠点確保支援事業
　県内企業が県外で販路開拓等を図るための拠点の利用に係る賃借料を補助する。

（制度概要）
　・対 象 者：創業・新事業展開等に関する認定等※を受けた事業者で、新たに県外でビジネスオフィス等の
　　　　　　　　拠点を確保する事業者
　　　　　　　＊特定創業支援事業に係る市町村長の証明、鳥取県版経営革新計画の認定等
　・補 助 率：１／２（補助上限額　月５万円以内）
　・補助期間：最長３６月間(債務負担行為:平成２８～３０年度)

地域創業促進事業

財源内訳

将来ビジョン １　ひらく　（２）高付加価値で打って出る産業

政 策 項 目 産業未来・雇用創造

決算見込額
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イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

エ 課　題

(５)　鳥取県圏域創業促進事業補助金　　　補助額　557千円（採択件数 １件）
　各圏域の創業支援者である商工団体が国、市町村等の支援を受けて創業の普及、啓発に係る事業を行う場
合に事業費の一部補助を行う。

（制度概要）
　・対 象 者：各圏域の商工団体が国、市町村等の支援を受けて行う、創業の普及、啓発に係る事業
　・補 助 率：１／６（補助上限額　１００万円）
　・補助期間：単年

＜参考：平成２８年度採択事業＞
　事業名：若年者における創業支援事業（ジュニア世代創業チャレンジセミナー）
　内　容：西部圏域の小・中・高校生を対象に仮想会社の立ち上げから創業、計画策定等を行うのワークショップ
を実施
　事業主体：米子商工会議所　（県及び西部９市町村共催）

　企業ニーズや産業競争力強化法による県内各市町村の創業支援事業計画の策定に対応して、以下のよう
な改善等、新たな取組を行った。

　○スタートアップ応援事業の対象者を拡大した。
　　　「創業支援資金」の利用者に加えて、日本政策金融公庫の「新創業融資」を利用する女性・若者（２９歳以
下）・シニア（５５歳以上）を対象者とした。
　○ビジネスプランコンテストを県直営とし、部門を拡充した。
　　　起業女子部門、学生部門を新たに設けて、総合部門とあわせて３部門で募集・表彰を行った。
　　　　　〔応募件数〕　H27：16件→　H28：51件
　○鳥取の未来に変革を！とっとり起業女子応援事業を開始した。
　　女性起業の機運醸成のため、フォーラムの開催や県内各地での事業プラン発表会の開催などに取り組ん
だ。

・創業初期の経費負担軽減や販路開拓拠点の確保支援、起業に向けた普及啓発等の取組を通じて、新規創
業を促進した。
　Ｈ28創業件数　240件（過去の創業件数　Ｈ23:195件、Ｈ24：172件、Ｈ25：156件、Ｈ26：171件、Ｈ27：197件）
・Ｈ28年度の取組をさらに実効性あるものとするため、新たにH29年度政策戦略事業を予算化。「とっとりス
タートアップキャンプ（ＴＳＣ）」として今年6月末から県内外の起業家を公募、実績ある先輩起業家や投資家が
事業プランをブラッシュアップして、事業化へつなげるための指導を行うこととした。
・起業女子応援事業では、県内女性の起業に向けた機運醸成や女性起業家のネットワーク構築につながっ
た。

・成長性の高い起業プランをより幅広く掘り起こし、育てるための取組が必要。
・県内で起業を目指す者に対して、専門カリキュラムの提供や専門家による伴走支援、交流の場づくりなどの
支援について検討していく。

【創業数の推移】県内の起業創業に関するデータ（商工団体の支援を受けて創業した件数）

H23 H24 H25 H26 H27 H28

195 172 156 171 197 240

47 37 33 45 43 65
19 16 15 22 19 31

～39歳 77 59 53 85 97 125
～29歳 12 8 7 17 23 24

創業数

うち女性
うち移住者

うち若者
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（単位：千円）

国庫支出金 その他

　（現年分） 22,925

　（明許分） 16,774 12,140

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

（採択テーマ）

共同開発体
鳥取大学
㈱ﾃﾑｻﾞｯｸ技術研究
所鳥取大学
イナバゴム㈱

鳥取大学
ヒカリ工業㈱　他

鳥取大学
㈱ケイケイ

鳥取大学
㈱MEDIO

鳥取大学
㈱鳥取ｽﾀｰ電機 他

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

エ 課　題

　採択した事業の進捗状況を報告するとともに、委託事業終了に向けて開発精度向上等を図るため、平成28年
11月に中間報告会（鳥取）を開催するとともに、事業成果を首都圏で広く情報発信するため平成29年3月に成果
発表会（東京）を開催した。

○本事業で開発された医療機器の中から上市につながった事例が生まれるとともに、H29～30年度にかけての
上市に向けて、更なる開発も進んでいる。
　　上市実績（H29年6月末時点）：　２件（医療シミュレータロボット、歯科用マウスピース）

○今年3月東京で開催した成果発表会では、報道機関や医療機器の製造販売企業等 約100名が参加。テレ
ビ、新聞等で多数発信され、国内外の企業、大学等からの問合せや商談等の反響があった。

・鳥取大学の医療ニーズと県内中小企業の有する高度なものづくり技術をマッチングさせ、医療機器開発プロ
ジェクトの実績を積み重ねることで、県内企業の医療機器参入の推進を図ることが必要。
（⇒平成２９年度事業で新たに２件の採択を予定）
・現在、試作段階のものについては事業化に向けたさらなるブラッシュアップが必要。また、上市後は販売代理
店とのマッチング、販売ルートの確保が重要となる。

第2回採択
（明許分）

歯科用マウスピース（粘膜保護装置）
患者に負担をかけず着脱が容易な頬粘膜損
傷保護用器具

360°から座れる車椅子
どの方向にも自由に座ることができる車椅子

防護服手術対応可能音声認識照明システム
着衣内に照明器具を取付け調光や配光調
整が可能な音声コントロールシステム

第1回採択
（現年分）

医療シミュレータロボット
人体に近い反応、反射、コミュニケーションを
持った全身医療用シミュレータ

新規の上部消化管内視鏡検査用マウスピースの
開発

内視鏡検査時の苦痛を低減するマウスピー
ス

世界初！赤ちゃんとこどものためのブレード開閉
式新型喉頭鏡の開発

気管挿管の難易度が高い新生児や乳児の
速やかな処置が可能な喉頭鏡

（ア）

　「鳥取県経済再生成長戦略」に位置づけた医療機器分野へ県内の基盤産業である電気機械、素形材等の関
連企業が参入することで、次世代型産業の創出と県内経済の振興を図る。

（イ）

（事業の概要）
　鳥取大学と県内中小企業が共同で取り組む医療機器開発プロジェクトのうち、県産業への波及効果や実現可
能性の高いものを審査会にて選定し、プロジェクト共同体に委託する。
　・委 託 料：上限10,000千円/件
　・実施期間：委託契約締結の日から最長１年間

テーマ名 開発概要

とっとり発医療機器開発支援事業
財源内訳

将来ビジョン 　１　ひらく 　（２）高付加価値で打って出る産業

政 策 項 目 　産業を元気に  医工連携や先進デバイスなど産学金官連携による新産業創出

決算見込額
一般財源

22,925

4,634
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（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源

26,170 26,170

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

参加者数

６６名

２３名

事業期間

～Ｈ29.2

～Ｈ29.2

～Ｈ29.2

事業期間

～Ｈ３０．９

～Ｈ３１．３

～Ｈ３１．２

～Ｈ３１．３

参加者数 委託先

45名
（学生講師17名参加）

鳥取大学

83名 鳥取県情報産業協会

③データ活用人材育成

日時 講座名

H29.12.3
H29.12.4

鳥取県オープンデータを用いたアプリ開発講座

H30.2.10 「IoT・ビッグデータ×とっとり」セミナー

(有)フォーディー
低コスト且つ、翻訳内容を容易に指定・入力・変更できる「多言語対応音声アプリ（最大5言語）」
＋管理システムを開発し、県内の観光地及び施設で実証テストし、県内インバウンド対応を支援
する。

㈱ケイズ

病院や介護施設の安全性を高め、施設職員が本来の治療や介護に集中できる環境を構築する
ため、IoT、ビッグデータを活用したシステムを開発する。（１）施設への無断侵入検知、（２）無断
外出の検知、（３）薬品庫等の監視、（４）離床による事故防止、（５）アラーム動作未確認による医
療事故防止、（５）総合監視による安全・安心を実現することを目的とする。

日本ロジックス㈱

「解析エンジン」（解析用プログラム）による、計測データの行動分類、体調変化とリンク、医学的
知見の裏付け、数値化により、早期にMCIの予兆把握可能なデータベース・ヘルスケアシステム
を開発し、軽度認知障害（MCI）の兆しである「歩行速度の低下、起床時刻の変化、外出回数減」
等の早期発見、回復に貢献する。

㈱バードワークス
眼鏡型ウェアラブルデバイスにより、農業現場とJA等指導員が情報共有し、農業の経験不足を
補う仕組みの構築。　（JA鳥取いなばでの実証実験）

②－２　鳥取県先端ＩＣＴ活用実証モデル開発支援補助金（H28新規採択分）

事業者 事業概要

㈱エッグ
ICTを活用した高齢者総合機能評価システムのと測定機器を開発・実用化することで、加齢に伴
う身体機能の低下による要介護状態の手前「フレイル（中間状態）」の高齢者を早期に発見し、適
切な介入・治療を行うことにより生活機能の維持と向上を図る。

②－１　ウェアラブルデバイス活用実証モデル開発支援補助金（継続分）

事業者 事業概要

㈱中海テレビ放送 ウェアラブル端末を用いた地域住民見守りシステムの構築　（南部町での実証実験）

㈱eBase Solutions
Laboratory

在宅療養時におけるバイタルデータ（心電図・脈拍・血圧・体温等）の一元管理アプリの開発　（鳥
取大学医学部附属病院での実証実験）

H29.3.10
先端ＩＣＴイノベーションセミナー

（会場：鳥取大学）
ＬＩＮＥ㈱、シャープ㈱

ＮＥＣ㈱、㈱フィラメント

H29.3.11
アイデア共創ワークショップ

（会場：鳥取大学）
ＬＩＮＥ㈱、シャープ㈱

ＮＥＣ㈱、㈱フィラメント

（ア）

　IoT・ウェアラブルデバイス等の先端技術活用やビッグデータ等の多様なデータの活用について、産学官による
先端技術セミナー等を通じて、県内の先端技術等によるイノベーションの誘発、新たな市場への参入促進を図る。
　（用語解説）　IoT…  Internet of Thingsの略。家電・自動車・機械装置等、あらゆるモノがインターネットにつながること。
　　                ビッグテータ…　IoT等から集まる様々な種類の大規模データ。分析し世の中に役立つ情報を導き出し、人工知能の学習等に
                                        利用される。

（イ）

　先端技術導入による新事業展開への機運を高めるため、最新技術や事例等の情報提供を行うセミナー・ワーク
ショップの開催、先端技術活用による実証モデル開発（新事業展開）への支援を行った。
　また、IoT・ビッグデータ等を活用したビジネス創出に向けて、大学、情報産業協会と連携し、人材育成を行った。

①先端ＩＣＴ関連セミナー

日時 セミナー名 主な講師

ＩｏＴ活用ビジネス創出支援事業

財源内訳

将来ビジョン １　ひらく　（２）高付加価値で打って出る産業

政 策 項 目 産業未来・雇用創造

決算見込額

-6-



（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源

26,170 26,170

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

エ 課　題

○先端ICT関連セミナーでは先端技術に関する最新動向等の情報提供及び、県内で先端技術を活用した新たな
ビジネス創出を促すため、体験型のワークショップ（アイデアソン）を実施し、参加者が連携して、実際に新たな商
品・サービスを開発する体験の場を提供した。
○先端ＩＣＴを活用した新規事業創出を支援する補助金の新規公募に際して、想定モデル事業等を示した上で、
事前に県内企業へのヒアリングを実施し、事業の掘り起しを行った。
〇データ活用人材について、広くデータ活用の有用性を周知する一般県民向けアプリ開発では、大学生に講師
役と務めてもらうことで、指導側、受講側双方が学びを深める機会とした。県内IT系企業向けセミナーでは、総論
と技術両方を学べるプログラムで構成し、より理解を深める機会とした。

○先端ＩＣＴ関連セミナーでは、IoT関連技術に関する情報提供と、その技術を活用した新事業創出の体験型ワー
クショップを行い、企業間マッチング（オープンイノベーション）による新事業創出を図った。ワークショップで生ま
れたアイデアを軸に参加者同士が連携して新事業に向けた動きも出始めている。
○「先端ＩＣＴ活用実証モデル開発支援補助金」を活用することで、県内の重点課題（ヘルスケア、観光等）解決に
向けた活動の活発化しつつある。また、採択企業がセミナーに積極的に参加し、県内の先導役として情報共有す
る動きが出てきたほか、参加者と講師がセミナー後に新規事業を立ち上げる動きがあるなど、県内での先端ＩＣＴ
活用の輪が広がってきている。
〇データ活用人材育成では、県内IT系企業向けセミナーの参加者が増加傾向にあり、これまで取組みが県内で
のデータ活用の機運を高めている。

　県内における先端技術活用には、ものづくり企業とICT企業をマッチング環境の整備、成功事例の創出及び、そ
の事例を共有し横展開する仕組み作りが必要。そのためにも戦略的且つ、関係機関・団体・企業が一体となって
方向性・戦略を策定し、共有することが急務。

ＩｏＴ活用ビジネス創出支援事業

財源内訳

将来ビジョン １　ひらく　（２）高付加価値で打って出る産業

政 策 項 目 産業未来・雇用創造

決算見込額
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（単位：千円）

一般財源

146,115 146,115

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

決算額（千円）

　(30,735千円)

　・補助率：2/3

　(1,080千円)

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

エ 課　題

　・補助率：③の利率のうち年0.7%相当

　・補助期間：５年以内

○セミナー・学会等に積極的に参加し、バイオフロンティアのPRを行うとともに、研究成果の事業化に向け、海外企業訪
問に同行し、人工染色体技術に関するPR、マッチングの可能性について提案した。
○鳥取大学の有する世界最先端の染色体工学技術を活用した共同研究やその成果の実用化を推進するため、地域
イノベーション戦略支援プログラム事業により研究成果の事業化の推進を図った。
○バイオマネージャーにより利用企業等が持つ資源と大手製薬会社とのマッチングなどのコーディネート、ベンチャー
企業のグランド獲得支援を行った。

○地域イノベーション戦略支援プログラム事業による研究成果をさらに事業化へと加速するため、文科省事業「エコシ
ステム形成プログラム（Ｈ29～33）」採択に向けた鳥取大学との共同提案につなげた。（Ｈ29.4月申請）
○鳥取大学発バイオベンチャー1社が新たに起業。今後、動物系創薬支援分野での事業化が期待される。
○鳥大の学生やバイオ企業等を対象に、事業化に向けたスキルを学ぶ実践セミナーを開講し、施設利用企業全体で９
名の雇用創出を実現。

・平成29年度中に、国、県、金融機関による新たな起業化促進ファンドを造成予定。創薬、医療機器分野等の先端技術
分野での起業、事業化に対しては、今後重点的な支援に努めるとともに、県内学生等に対して、専門性の高い実践的
なカリキュラムを提供し、人材育成を進める。

地域イノベーション戦略支援事業

染色体工学技術等を活用した新製品・新技術等の開
発、事業化に取り組む県の認定事業者（４社）に対し、
研究開発・販路開拓費補助、バイオフロンティア入居料
補助、低利融資等を実施。

33,636

①創薬支援型ベンチャー企業等支援事業補助金

②とっとりバイオフロンティア施設利用料補助金

　・補助期間：３年以内

③バイオ産業支援資金(1,081千円)

　・対象：運転資金、設備資金

　・限度額：１億円

④バイオ産業支援資金利子補助金(740千円)

　・利率：年1.43%

　・補助率：1/2

とっとりバイオフロンティア管理運
営事業

　指定管理者制度により（公財）鳥取県産業振興機構に
管理運営・事業化支援・バイオ人材育成業務を委託。
【指定期間：H26.4～H31.3（5年間）】

112,479
・入居者数：８社 (H29.5末)

・商談会等でのＰＲ：36回

・人材育成等セミナー：29回開催 (延べ656人参加)

・新聞報道等：14回

・企業訪問：56社

（ア）

　鳥取大学で独自に開発された染色体工学技術（細胞への遺伝子導入技術）等の研究成果を、創薬支援、遺伝子・再
生医療、バイオ医薬品分野等で事業化することで、本県のバイオ産業の創出・振興を図る。

（イ）

　鳥大発ベンチャー企業等の研究開発、事業化等を支援する産学官連携拠点「とっとりバイオフロンティア」を平成23年
4月に開設。同施設の管理運営等を委託するとともに、入居企業の研究開発費等への支援を実施した。

事業名 概　要

とっとりバイオフロンティア事業

財源内訳

将来ビジョン 　１　ひらく　（２）高付加価値で打って出る産業

政 策 項 目 　産業未来・雇用創造

決算見込額
国庫支出金 その他
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８　事業別実施状況調べ
(単位：円)

事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

（一般管理費）

赴任旅費 201,390 201,390 0 0
旅費条例における赴任をした場合に支
給する旅費

目　　　　計 201,390 201,390 0 0

（環境保全費）

リサイクルビジネス
創出支援事業

14,374,000 11,439,275 0 2,934,725

県内におけるリサイクル関連の新技
術・新商品の開発を促進するため、技
術開発の研究等を行う企業等に助成し
た。

リサイクル産業事業
化促進事業

642,000 545,268 0 96,732

廃棄物の種類毎に研究会等を開催し、
事業化に向けた事業者の取組やそこか
ら生まれた製品の販路開拓等を支援し
た。

リサイクル製品普
及・販売促進事業

2,116,000 1,136,698 0 979,302

県認定グリーン商品の販路拡大のため
の県外展示会への出展や制度の周知に
係る活動等に対し、補助金を交付し
た。

【企業自立サポー
ト】環境産業整備促
進事業

27,288,000 27,097,000 0 191,000

リサイクル施設等の導入にあたり金融
機関から融資を受けた事業者に対し、
県から利子補給等を実施。新規の融資
は無し。

目　　　　計 44,420,000 40,218,241 0 4,201,759

（商業振興費）

建設業多角化経営支
援事業

10,687,000 9,345,243 0 1,341,757

○県内建設事業者等による新分野進出
等の各種取組に対し、相談から事業化
までの支援を実施。
○県内東中西３地区にアドバイザーを
配置し、相談等に対応した。

目　　　　計 10,687,000 9,345,243 0 1,341,757

(中小企業振興費) 0

（公財）鳥取県産業
振興機構運営費交付
金事業

311,216,000 293,011,224 0 18,204,776

産業振興機構が本来実施すべき事業を
「基幹事業」として位置づけ、事業実
施に必要な組織・人員を定数化。管理
運営費と県内中小企業の新事業創出や
販路開拓等を支援する経営サポートセ
ンター事業に係る事業費を助成した。

産業振興機構施設管
理支援事業

273,973,000 273,973,000 0 0

産業振興機構が㈱新産業創造センター
財産を取得した経費に対し、その財源
を貸付け、財団の運営基盤の安定化、
中小企業支援体制の充実を図った。

産業振興機構施設整
備事業

22,766,000 22,626,000 0 140,000

産業振興機構本部の施設の老朽化等に
伴う補修、改修に要する経費を助成し
た。
　・機構アトリウムの雨漏り補修
　・屋上防水改修工事
　・非常用照明改修工事（2階部分）

産業振興機構基金原
資償還事業

332,492,000 332,492,000 0 0

産業振興機構に設置し、平成27年度末
に運用を終了した2基金（情報化基盤
整備促進基金、研究開発基金）の原資
を国に償還した。

起業創業チャレンジ
総合支援事業

51,940,280 40,177,713 0 11,762,567 主な事業に関する調べ記載のとおり
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事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

地域創業促進事業 16,547,000 14,430,293 0 2,116,707

【スタートアップ応援事業補助金】
「６主な事業に関する調べ」のとおり

【鳥取県圏域創業促進事業補助金】
「６主な事業に関する調べ」のとおり

地域創業促進事業
（販路開拓県外ビジ
ネス拠点確保支援事
業）

1,743,000 1,634,640 0 108,360 主な事業に関する調べ記載のとおり

産学金官連携強化推
進事業

19,316,000 16,252,506 0 3,063,494

○県内企業の産学金官連携による商
品・技術、研究成果の情報発信を行
い、新たな事業連携、販路開拓等を支
援するとともに、県内産業の活性化を
促進するため「とっとり産業技術フェ
ア２０１６」を開催した。
〔日時〕平成28年8月28日（日）
〔場所〕米子コンベンションセンター
〔内容〕企業展示、体験コーナー等
〔来場者〕3,000名
○企業,大学、短期大学、工業高等専
門学校、産業技術センター等の県内の
研究者・技術者が参集し「とっとりテ
クノロジーイノベーションミーティン
グ」と題して、先導的な産官学連携の
事例紹介、研究成果の発表などを行い
連携強化を図った。
〔日時〕平成28年12月14日（水）
〔場所〕とりぎん文化会館小ホール
〔内容〕講演会、ポスター発表等
〔参加者〕130名

産学共同事業化プロ
ジェクト支援事業

42,120,000 36,803,870 0 5,316,130

○県内企業と大学等の研究機関が共同
プロジェクトとして実施する市場化、
事業化を目指した科学技術革新を支援
し、県内における産学連携による新産
業創出の促進を図った。
〔採択件数〕１件
〔採択した研究テーマ〕
陸上循環養殖設備を利用したギンザケ
の生産性向上と親魚の飼育システムの
構築

戦略的な「環境経
営」推進事業

15,895,000 8,956,950 0 6,938,050

県内企業等が環境対策に取り組むため
の設備設置等に助成することにより、
地球温暖化対策を推進するとともに企
業の競争力の強化を図った。
〔交付決定〕11件

戦略的知的財産活用
推進事業

15,950,700 14,339,326 0 1,611,374

○知財活用による本県産業の活性化を
図り、知財を戦略的に活用出来る基盤
づくりのための事業に補助金を交付し
た。

県有知的財産マネジ
メント事業

3,855,300 3,738,985 0 116,315

○県有知的財産の取得・活用に関し、
有識者による評価・検討を行う経費、
及びその出願・登録や弁理士相談等に
係る経費を措置した。
○マネジメント委員会：3回開催
○特許関連事務
配当先で執行（とっとり農業戦略課、
衛生環境研究所）
出願2件、審査請求4件、権利更新6
件、意見書・補正書12件、海外特許料
納付　5件、その他（維持費等）22件
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事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

バックアップ型トラ
イアル発注事業

3,144,000 1,433,520 0 1,710,480 ○認定１５件、発注４件

とっとりバイオフロ
ンティア管理運営事
業

120,514,000 112,479,083 0 8,034,917 主な事業に関する調べ記載のとおり

地域イノベーション
戦略支援事業

44,777,000 33,635,677 0 11,141,323 主な事業に関する調べ記載のとおり

とっとりバイオフロ
ンティア基金造成補
助事業

3,710,000 3,480,000 0 230,000

とっとりバイオフロンティアの指定管
理委託料について、県に返還した余剰
金の一部を、指定管理者が公益事業の
実施等に活用することを目的に行う基
金造成事業に対して助成した。

次世代環境ビジネス
創出事業

15,373,000 13,464,905 0 1,908,095

太陽光発電関連及びＬＥＤ関連の産業
の育成・振興を図るとともに、独自性
のある付加価値の高い製品を創出する
ための取組を支援した。

医工連携推進事業 35,820,000 26,865,741 0 8,954,259
（公財）鳥取県産業振興機構が行う県
内中小企業の医療機器分野に向けた取
組を支援した。

とっとり発医療機器
開発支援事業

27,562,000 22,925,241 0 4,636,759 主な事業に関する調べ記載のとおり

ＩoＴ活用ビジネス
創出事業

30,614,000 26,169,610 0 4,444,390 主な事業に関する調べ記載のとおり

ＩＣＴ（情報通信技
術）起業底力アップ
支援事業

2,592,000 1,994,053 0 597,947

○県内ＩＣＴ産業界の人材育成を支援
した。（（一社）鳥取県情報産業協会
が行う研修事業に補助金交付。補助金
交付額 1,854,053円)
○鳥取県中高生プログラミングコンテ
ストの最優秀賞として知事賞を交付し
た。

中小企業調査・研究
開発支援事業

41,987,000 29,727,884 0 12,259,116

県内中小企業が、新製品及び新技術を
開発し、事業化を行うために必要な調
査・研究開発を支援した。（新規交付
決定件数14件）

北東アジア地域産業
技術交流事業

2,831,000 2,829,519 0 1,481

○第６回北東アジア産業技術フォーラ
ムを米子市で開催し、３地域（県、韓
国江原道、中国吉林省）による共同研
究開発等の増進を目的として、産業技
術開発の取組状況の発表等を行った。

ＬＥＤ産業競争力強
化事業

24,502,000 23,724,765 0 777,235

○県内ＬＥＤ産業の振興と事業拡大を
図るため、（公財）鳥取県産業振興機
構の中にＬＥＤ支援員３名による支援
チームを設置し、開発・商品企画等を
支援した。

目　　　　計 1,461,240,280 1,357,166,505 0 104,073,775

(産業技術センター費)

（地独）鳥取県産業
技術センター運営事
業

777,341,000 776,738,712 0 602,288

○（地独）鳥取県産業技術センターの
運営に必要な経費の一部を運営費交付
金として交付した。
○　地方独立行政法人化した鳥取県産
業技術センターの平成27年度の業務評
価等を行った。
・委員会開催　４回
・全体評価結果
　H27年度:　5段階中「４」
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事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

（地独）鳥取県産業
技術センター運営補
助金（センター利用
料減免補助金）

7,809,720 7,809,720 0 0

○技術力強化と高付加価値化を目的と
して県内小規模事業者が負担する使用
料の一部を（地独）鳥取県産業技術セ
ンターに補助した。

目　　　　計 785,150,720 784,548,432 0 602,288

（明許繰越・中小企業振興費）

とっとり発医療機器
開発支援事業

20,320,000 16,774,260 0 3,545,740 主な事業に関する調べ記載のとおり

コンテンツビジネス
チャレンジ事業

378,000 0 0 378,000

○県内中小企業者に対し、コンテンツ
を活用した新商品開発等のビジネス
チャレンジに係る補助金、展示会出展
等の販路開拓に係る事業を実施した。
（海外型１件）

目　　　　計 20,698,000 16,774,260 0 3,923,740

合　　　　計 2,322,397,390 2,208,254,071 0 114,143,319
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1
6
,9

0
8

本
庁

執
行

分
計

（
目

）
6
5
5
,8

8
6
,5

9
6

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）
1
0
,6

9
2

目
　

　
計

6
5
5
,8

9
7
,2

8
8

雑
　

　
入

雑
　

　
入

2
0
,3

1
6
,0

3
9

5
9
1
,9

8
4
,0

0
0

2
1
,3

1
6

1
3
0
,0

0
0

5
6
5

3
4
,7

0
7
,1

3
5

4
,5

8
5
,3

3
6

4
,8

0
6

本
庁

執
行

分
計

（
目

）
2
7
3
,9

7
3
,0

0
0

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）
0

目
　

　
計

2
7
3
,9

7
3
,0

0
0

0
0

金
銭

消
費

賃
借

契
約

書
旧

株
式

会
社

新
産

業
創

造
セ

ン
タ

ー
財

産
購

入
に

係
る

貸
付

金
の

返
済

計
（
節

）
　

　
2
7
3
,9

7
3
,0

0
0

産
業

振
興

機
構

整
備

貸
付

金
元

利
収

入

産
業

振
興

機
構

整
備

貸
付

金
元

利
収

入

1
2
7
3
,9

7
3
,0

0
0

2
7
3
,9

7
3
,0

0
0

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目
件

数
調

定
金

額
収

入
済

額
不

納
欠

損
額

収
入

未
済

額
根

拠
法

令
名

等
備

　
　

考
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１
３

　
収

入
未

済
額

調
べ

目
節

細
節

２
５

年
度

以
前

２
６

年
度

２
７

年
度

雑
入

創
造

技
術

研
究

開
発

費
補

助
金

に
係

る
返

還
金

4
,1

2
0
,4

9
1

4
,1

2
0
,4

9
1

0
4
,1

2
0
,4

9
1

平
成

1
9
年

1
0
月

営
業

不
振

に
よ

り
自

己
破

産
申

請
、

平
成

2
0
年

1
2
月

破
産

手
続

開
始

、
平

成
2
1
年

3
月

破
産

手
続

廃
止

4
,1

2
0
,4

9
1

0
0

4
,1

2
0
,4

9
1

0
0

0
0

0
0

4
,1

2
0
,4

9
1

4
,1

2
0
,4

9
1

0
0

4
,1

2
0
,4

9
1

0
0

0
0

0
0

4
,1

2
0
,4

9
1

0
0

4
,1

2
0
,4

9
1

0
0

4
,1

2
0
,4

9
1

0
0

0
0

0
0

4
,1

2
0
,4

9
1

１
４

　
未

収
金

回
収

促
進

の
た

め
の

取
組

状
況

調
べ

区
分

相
手

方
実

人
数

回
収

委
託

現
年

度
分

人
人

過
年

度
分

法
人

１
５

　
税

外
収

入
不

納
欠

損
額

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

（
単

位
：
円

）

　
　

　
　

　
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

　
　

　
　

　
区

分 　
収

入
科

目

過
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
　

　
　

度
　

　
　

　
　

　
分

現
　

　
年

　
　

度
　

　
分

収
入

未
済

額
  

 計
(Ａ

＋
Ｂ

)
未

収
理

由
前

 年
 度

以
前

か
ら

の
繰

越
額

不
　

 納
欠

損
額

雑
入

計
（
節

）

収
  

  
入

未
 済

 額
  

　
  

 (
Ｂ

)

節
細

　
　

　
節

　
（
又

　
は

　
種

　
別

）

左
の

う
ち

収
入

済
額

催
　

　
告

臨
戸

訪
問

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

目
　

　
計

差
引

収
入

未
済

額
(A

)
収

入
済

額

（
未

作
成

の
場

合
、

そ
の

理
由

）
 交

付
先

は
事

実
上

の
破

産
状

態
に

あ
り

、
回

収
困

難
な

状
態

に
あ

る
た

め
。

（
破

産
手

続
き

を
開

始
し

た
が

、
資

金
不

足
に

よ
り

そ
の

後
手

続
き

廃
止

を
決

定
）

収
入

未
済

額
の

調
定

年
度

内
訳

調
定

額

分
納

件
数収

入
未

済
額

（
円

）

雑
入

雑
入

創
造

技
術

研
究

開
発

費
補

助
金

に
係

る
返

還
金

4
,1

2
0
,4

9
1

債
権

管
理

事
務

取
扱

要
領

の
作

成
の

有
無

　
　

　
　

　
・
  
作

成
済

　
（
Ｈ

　
　

　
年

　
　

月
作

成
（
改

正
）
）
　

　
　

　
　

　
　

　
・
　

未
作

成

収
入

科
目

及
び

金
額

目

・
文

書
・
電

話

　
　

債
権

分
類

の
実

施
（
未

納
者

の
分

類
を

行
っ

て
い

る
か

）
　

　
　

（
要

領
等

で
分

類
区

分
、

考
え

方
を

定
め

た
部

分
の

写
し

を
添

付
す

る
こ

と
。

）

　
　

　
　

　
・
  
実

施
済

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
・
　

未
実

施

（
未

実
施

の
場

合
、

そ
の

理
由

）
 交

付
先

は
事

実
上

の
破

産
状

態
に

あ
り

、
回

収
困

難
な

状
態

に
あ

る
た

め
。

（
破

産
手

続
き

を
開

始
し

た
が

、
資

金
不

足
に

よ
り

そ
の

後
手

続
き

廃
止

を
決

定
）

相
手

方
の

状
況

督
促

状
発

行

（
取

組
の

効
果

）

・
文

書
・
電

話

人
・
文

書
・
電

話

人
人

（
上

記
以

外
の

取
組

）

事
実

上
の

破
産

状
態

に
あ

る
・
文

書
・
電

話
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１
６
　
債
務
負
担
行
為
の
状
況

調
べ
　

（
単
位
：
円
）

事
業
名

種
別

設
定

年
度

合
　
計

備
考

議
決

期
間

限
度

額
の

執
行

額
2
7
年

度
ま
で
の

2
8
年
度
執
行
額

2
9
年
度
以
降
の

計
(
補

正
・

当
初

の
別

)
Ａ

執
行

額
執
行
予
定
額

Ｂ
Ａ
＋
Ｂ

平
成
2
7
年
度
I
o
T
活
用
ビ
ジ
ネ

ス
創
出
支
援
事
業

補
助
金

平
成
2
7
年
3
月

（
当
初
）

平
成
2
7
年
度
か

ら
平
成
2
8
年
度
ま

で

補
助

金
総

額
2
4
,
0
0
0
千

円
を

限
度

と
し

て
平

成
2
7
年

度
に

交
付

決
定

し
た

金
額

か
ら

平
成

2
7
年

度
に

支
払

っ
た

額
を

差
し

引
い

た
額

1
7
,
2
0
5
,
2
0
6

8
9
4
,
0
0
0

0
1
4
,
0
0
1
,
0
0
0

0
1
4
,
0
0
1
,
0
0
0

1
4
,
8
9
5
,
0
0
0

平
成
2
8
年
度
I
o
T
活
用
ビ
ジ
ネ

ス
創
出
支
援
事
業

補
助
金

平
成
2
8
年
3
月

（
当
初
）

平
成
2
8
年
9
月

（
補
正
）

平
成
2
9
年
度

総
額

3
2
,
0
0
0
千

円
を

限
度

と
し

て
平

成
2
8
年

度
に

交
付

決
定

し
た

金
額

か
ら

平
成

2
8
年

度
に

支
払

っ
た

額
を

差
し

引
い

た
額

2
8
,
6
5
7
,
0
0
0

8
,
6
3
0
,
0
0
0

2
0
,
0
2
7
,
0
0
0

2
0
,
0
2
7
,
0
0
0

2
8
,
6
5
7
,
0
0
0

平
成
2
7
年
度
戦
略
的
な
「
環

境
経
営
」
推
進
事
業

補
助
金

平
成
2
7
年
3
月

（
当
初
）

平
成
2
8
年
度

補
助

金
総

額
1
5
,
0
0
0
千

円
を

限
度

と
し

て
、

平
成

2
7
年

度
に

交
付

決
定

し
た

額
か

ら
平

成
2
7
年

度
に

交
付

し
た

額
を

差
し

引
い

た
額

5
,
2
1
5
,
0
0
0

4
7
6
,
0
0
0

0
4
,
5
5
8
,
0
0
0

0
4
,
5
5
8
,
0
0
0

5
,
0
3
4
,
0
0
0

平
成
2
8
年
度
戦
略
的
な
「
環

境
経
営
」
推
進
事
業

補
助
金

平
成
2
8
年
3
月

（
当
初
）

平
成
2
9
年
度

補
助

金
総

額
2
5
,
0
0
0
千

円
を

限
度

と
し

て
平

成
2
8
年

度
に

交
付

決
定

し
た

額
か

ら
、

平
成

2
8
年

度
に

交
付

し
た

額
を

差
し

引
い

た
額

1
5
,
4
7
1
,
0
0
0

0
0

0
1
5
,
4
7
1
,
0
0
0

1
5
,
4
7
1
,
0
0
0

1
5
,
4
7
1
,
0
0
0

平
成
2
7
年
度
リ
サ
イ
ク
ル
技

術
・
製
品
実
用
化
事
業

補
助
金

平
成
2
7
年
3
月

（
当
初
）

平
成
2
8
年
度

補
助

金
総

額
1
7
,
0
0
0
千

円
を

限
度

と
し

て
平

成
2
7
年

度
に

交
付

決
定

し
た

金
額

か
ら

平
成

2
7
年

度
に

交
付

し
た

額
を

差
し

引
い

た
額

4
,
5
2
0
,
0
0
0

9
8
3
,
8
5
7

0
3
,
5
3
6
,
1
4
3

0
3
,
5
3
6
,
1
4
3

4
,
5
2
0
,
0
0
0

平
成
2
8
年
度
リ
サ
イ
ク
ル
技

術
・
製
品
実
用
化
事
業

補
助
金

平
成
2
8
年
3
月

（
当
初
）

平
成
2
9
年
度

補
助

金
総

額
1
7
,
0
0
0
千

円
を

限
度

と
し

て
平

成
2
8
年

度
に

交
付

決
定

し
た

金
額

か
ら

平
成

2
8
年

度
に

交
付

し
た

額
を

差
し

引
い

た
額

1
2
,
0
0
0
,
0
0
0

5
,
9
2
7
,
5
8
1

0
0

6
,
0
7
2
,
4
1
9

6
,
0
7
2
,
4
1
9

1
2
,
0
0
0
,
0
0
0

平
成
2
8
年
度
リ
サ
イ
ク
ル
製

品
販
売
促
進
事
業

補
助
金

平
成
2
8
年
3
月

（
当
初
）

平
成
2
9
年
度

補
助

金
総

額
7
0
0
千

円
を

限
度

と
し

て
平

成
2
8
年

度
に

交
付

決
定

し
た

金
額

か
ら

平
成

2
8
年

度
に

交
付

し
た

額
を

差
し

引
い

た
額

3
5
0
,
0
0
0

2
5
0
,
0
0
0

0
0

1
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

3
5
0
,
0
0
0

平
成
2
4
年
度
バ
イ
オ
産
業
支

援
資
金
利
子
補
助

補
助
金

平
成
2
4
年
3
月

(
当
初
)

平
成
2
5
年
度
か

ら
平
成
2
9
年
度
ま

で
6
,
6
4
3
,
0
0
0

3
,
6
6
9
,
2
2
1

5
1
0
,
5
1
2

2
,
4
0
8
,
5
0
3

6
3
8
,
6
3
1

1
1
1
,
5
7
5

3
,
1
5
8
,
7
0
9

3
,
6
6
9
,
2
2
1

平
成
2
7
年
度
バ
イ
オ
産
業
支

援
資
金
利
子
補
助

補
助
金

平
成
2
7
年
3
月

（
当
初
）

平
成
2
8
年
度
か

ら
平
成
3
2
年
度
ま

で
3
,
2
3
5
,
0
0
0

4
2
6
,
0
9
5

7
9
,
3
9
3

0
1
0
1
,
1
1
4

2
4
5
,
5
8
8

3
4
6
,
7
0
2

4
2
6
,
0
9
5

設
定

状
況

当
該

事
業

の
契

約
額

等

執
行
(
支
出
)
状
況

債
務
負
担
行
為
の
期
間
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（
単
位
：
円
）

事
業
名

種
別

設
定

年
度

合
　
計

備
考

議
決

期
間

限
度

額
の

執
行

額
2
7
年

度
ま
で
の

2
8
年
度
執
行
額

2
9
年
度
以
降
の

計
(
補

正
・

当
初

の
別

)
Ａ

執
行

額
執
行
予
定
額

Ｂ
Ａ
＋
Ｂ

設
定

状
況

当
該

事
業

の
契

約
額

等

執
行
(
支
出
)
状
況

債
務
負
担
行
為
の
期
間

平
成
2
7
年
度
と
っ
と
り
バ
イ

オ
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
施
設
利
用

料
補
助

補
助
金

平
成
2
7
年
3
月

（
当
初
）

平
成
2
8
年
度
か

ら
平
成
3
0
年
度
ま

で
1
,
7
5
2
,
0
0
0

8
3
5
,
0
8
0

3
3
1
,
7
4
0

0
5
0
3
,
3
4
0

0
5
0
3
,
3
4
0

8
3
5
,
0
8
0

平
成
2
7
年
度
次
世
代
環
境
産

業
創
出
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業

委
託
料

平
成
2
7
年
3
月

（
当
初
）

平
成
2
8
年
度

委
託

料
総

額
1
5
,
0
0
0
千

円
を

限
度

と
し

て
、

平
成

2
7
年

度
に

契
約

し
た

金
額

か
ら

平
成

2
7
年

度
に

支
払

っ
た

金
額

を
差

し
引

い
た

額

1
4
,
8
5
0
,
0
0
0

1
7
8
,
2
0
0

0
1
3
,
0
1
7
,
6
7
1

0
1
3
,
0
1
7
,
6
7
1

1
3
,
1
9
5
,
8
7
1

平
成
2
7
年
度
「
創
業
支
援
資

金
」
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
応
援

事
業

補
助
金

平
成
2
7
年
3
月

(
当
初
)

平
成
2
9
年
度
か

ら
平
成
3
0
年
度

補
助

金
総

額
9
2
,
2
7
1
千

円
を

限
度

と
し

て
交

付
決

定
し

た
金

額
か

ら
、

平
成

2
7
・

2
8
年

度
に

交
付

し
た

交
付

金
額

総
額

を
差

し
引

い
た

金
額

9
2
,
2
7
1
,
0
0
0

4
,
7
5
5
,
3
9
2

0
7
,
4
4
8
,
2
6
6

8
0
,
0
6
7
,
3
4
2

8
7
,
5
1
5
,
6
0
8

9
2
,
2
7
1
,
0
0
0

平
成
2
8
年
度
ス
タ
ー
ト
ア
ッ

プ
応
援
事
業

補
助
金

平
成
2
8
年
3
月

(
当
初
)

平
成
2
9
年
度
か

ら
平
成
3
1
年
度

補
助

金
総

額
3
1
,
8
3
5
千

円
を

限
度

と
し

て
交

付
決

定
し

た
金

額
か

ら
、

平
成

2
8
年

度
に

交
付

し
た

交
付

金
額

総
額

を
差

し
引

い
た

金
額

3
1
,
8
3
5
,
0
0
0

6
,
4
2
4
,
8
2
2

2
5
,
4
1
0
,
1
7
8

2
5
,
4
1
0
,
1
7
8

3
1
,
8
3
5
,
0
0
0

平
成
2
7
年
産
学
共
同
事
業
化

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
支
援
事
業

委
託
料

平
成
2
7
年
3
月

（
当
初
）

平
成
2
9
年
度

委
託

料
総

額
6
0
,
0
0
0
千

円
を

限
度

と
し

て
、

平
成

2
7
年

度
に

契
約

し
た

額
か

ら
平

成
2
7
・

2
8
年

度
に

交
付

し
た

額
を

差
し

引
い

た
額

5
9
,
9
7
6
,
3
7
6

4
,
2
1
3
,
9
0
6

0
3
0
,
1
6
5
,
7
0
5

2
5
,
5
9
6
,
7
6
5

5
5
,
7
6
2
,
4
7
0

5
9
,
9
7
6
,
3
7
6

平
成
2
8
年
産
学
共
同
事
業
化

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
支
援
事
業

委
託
料

平
成
2
8
年
3
月

(
当
初
)

平
成
2
9
年
度
か

ら
平
成
3
0
年
度

委
託

料
総

額
2
0
,
0
0
0
千

円
を

限
度

と
し

て
、

平
成

2
8
年

度
に

契
約

し
た

額
か

ら
平

成
2
7
年

度
に

交
付

し
た

額
を

差
し

引
い

た
額

1
9
,
9
9
4
,
0
4
0

6
,
6
3
8
,
1
6
5

1
3
,
3
5
5
,
8
7
5

1
3
,
3
5
5
,
8
7
5

1
9
,
9
9
4
,
0
4
0

平
成
2
8
年
度
特
許
流
通
フ
ェ

ア
事
業
委
託
（
戦
略
的
知
的

財
産
活
用
推
進
事
業
）

委
託
料

平
成
2
8
年
3
月

(
当
初
）

平
成
2
9
年
度

委
託

料
総

額
2
,
7
7
6
千

円
を

限
度

と
し

て
、

平
成

2
8
年

度
に

契
約

し
た

額
か

ら
平

成
2
8
年

度
に

支
出

し
た

額
を

差
し

引
い

た
金

額

2
,
7
7
6
,
0
0
0

1
,
3
1
9
,
5
0
0

1
,
4
5
6
,
5
0
0

1
,
4
5
6
,
5
0
0

2
,
7
7
6
,
0
0
0

平
成
2
6
年
度
鳥
取
県
中
小
企

業
調
査
・
研
究
開
発
支
援
補

助
金

補
助
金

平
成
2
6
年
3
月

（
当
初
）

平
成
2
7
年
度
か

ら
平
成
2
8
年
度
ま

で

補
助

金
総

額
7
3
,
0
0
0
千

円
を

限
度

と
し

て
、

平
成

2
6
年

度
に

交
付

決
定

し
た

額
か

ら
平

成
2
6
年

度
に

交
付

し
た

額
を

差
し

引
い

た
額

6
0
,
0
0
5
,
0
0
0

1
2
,
4
1
7
,
0
0
0

3
1
,
9
2
6
,
0
0
0

3
,
8
8
2
,
0
0
0

3
5
,
8
0
8
,
0
0
0

4
8
,
2
2
5
,
0
0
0
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（
単
位
：
円
）

事
業
名

種
別

設
定

年
度

合
　
計

備
考

議
決

期
間

限
度

額
の

執
行

額
2
7
年

度
ま
で
の

2
8
年
度
執
行
額

2
9
年
度
以
降
の

計
(
補

正
・

当
初

の
別

)
Ａ

執
行

額
執
行
予
定
額

Ｂ
Ａ
＋
Ｂ

設
定

状
況

当
該

事
業

の
契

約
額

等

執
行
(
支
出
)
状
況

債
務
負
担
行
為
の
期
間

平
成
2
7
年
度
鳥
取
県
中
小
企

業
調
査
・
研
究
開
発
支
援
補

助
金

補
助
金

平
成
2
7
年
3
月

（
当
初
）

平
成
2
8
年
度
か

ら
平
成
2
9
年
度
ま

で

補
助

金
総

額
6
8
,
0
0
0
千

円
を

限
度

と
し

て
、

平
成

2
7
年

度
に

交
付

決
定

し
た

額
か

ら
平

成
2
7
年

度
に

交
付

し
た

額
を

差
し

引
い

た
額

4
0
,
7
8
4
,
0
0
0

1
5
,
5
5
6
,
0
0
0

0
6
,
9
4
5
,
0
0
0

1
8
,
2
8
3
,
0
0
0

2
5
,
2
2
8
,
0
0
0

4
0
,
7
8
4
,
0
0
0

平
成
2
8
年
度
鳥
取
県
中
小
企

業
調
査
・
研
究
開
発
支
援
補

助
金

補
助
金

平
成
2
8
年
3
月

（
当
初
）

平
成
2
9
年
度
か

ら
平
成
3
0
年
度
ま

で

補
助

金
総

額
3
0
,
0
0
0
千

円
を

限
度

と
し

て
、

平
成

2
8
年

度
に

交
付

決
定

し
た

額
か

ら
平

成
2
8
年

度
に

交
付

し
た

額
を

差
し

引
い

た
額

2
7
,
0
9
2
,
0
0
0

4
,
4
8
7
,
0
0
0

0
2
2
,
6
0
5
,
0
0
0

2
2
,
6
0
5
,
0
0
0

2
7
,
0
9
2
,
0
0
0

平
成
2
7
年
度
医
工
連
携
推
進

事
業

補
助
金

平
成
2
7
年
6
月

（
補
正
）

平
成
2
8
年
度
か

ら
平
成
2
9
年
度
ま

で

補
助

金
総

額
2
5
,
0
0
0
千

円
を

限
度

と
し

て
平

成
2
7
年

度
に

交
付

決
定

し
た

金
額

か
ら

平
成

2
7
年

度
に

交
付

し
た

額
を

差
し

引
い

た
額

2
4
,
7
2
7
,
4
9
5

2
7
2
,
5
0
5

0
7
,
7
1
5
,
3
9
3

1
6
,
7
3
9
,
5
9
7

2
4
,
4
5
4
,
9
9
0

2
4
,
7
2
7
,
4
9
5

平
成
2
6
年
度
起
業
創
業
チ
ャ

レ
ン
ジ
総
合
支
援
事
業

補
助
金

平
成
2
6
年
3
月

(
当
初
)

平
成
2
7
年
度
か

ら
平
成
2
8
年
度

交
付

金
総

額
4
5
,
0
0
0
千

円
を

限
度

と
し

て
交

付
決

定
し

た
金

額
か

ら
、

平
成

2
6
年

度
に

交
付

し
た

交
付

金
額

総
額

を
差

し
引

い
た

金
額

4
5
,
0
0
0
,
0
0
0

0
1
4
,
6
9
1
,
0
0
0

1
9
,
0
8
4
,
0
0
0

0
3
3
,
7
7
5
,
0
0
0

3
3
,
7
7
5
,
0
0
0

平
成
2
7
年
度
起
業
創
業
チ
ャ

レ
ン
ジ
支
援
事
業

補
助
金

平
成
2
7
年
3
月

(
当
初
)

平
成
2
8
年
度
か

ら
平
成
2
9
年
度

交
付

金
総

額
4
5
,
0
0
0
千

円
を

限
度

と
し

て
交

付
決

定
し

た
金

額
か

ら
、

平
成

2
7
年

度
に

交
付

し
た

交
付

金
額

総
額

を
差

し
引

い
た

金
額

4
5
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

1
3
,
5
1
6
,
0
0
0

1
0
,
8
6
4
,
0
0
0

2
4
,
3
8
0
,
0
0
0

2
4
,
3
8
0
,
0
0
0

平
成
2
8
年
度
起
業
創
業
チ
ャ

レ
ン
ジ
支
援
事
業

補
助
金

平
成
2
8
年
3
月

(
当
初
)

平
成
2
9
年
度
か

ら
平
成
3
0
年
度

交
付

金
総

額
4
5
,
0
0
0
千

円
を

限
度

と
し

て
交

付
決

定
し

た
金

額
か

ら
、

平
成

2
8
年

度
に

交
付

し
た

交
付

金
額

総
額

を
差

し
引

い
た

金
額

4
5
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

4
3
,
0
0
0
,
0
0
0

4
5
,
0
0
0
,
0
0
0

4
5
,
0
0
0
,
0
0
0

平
成
2
7
年
度
販
路
開
拓
県
外

ビ
ジ
ネ
ス
拠
点
確
保
支
援
事

業
補
助
金

平
成
2
7
年
3
月

(
当
初
)

平
成
2
8
年
度
か

ら
平
成
3
0
年
度

補
助

金
総

額
3
6
,
0
0
0
千

円
を

限
度

と
し

て
交

付
決

定
し

た
金

額
か

ら
、

平
成

2
7
年

度
に

交
付

し
た

補
助

金
総

額
を

差
し

引
い

た
金

額

3
6
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
0
4
3
,
8
8
0

0
1
,
6
3
4
,
6
4
0

2
,
2
2
0
,
2
8
0

3
,
8
5
4
,
9
2
0

4
,
8
9
8
,
8
0
0

平
成
2
5
年
度
と
っ
と
り
バ
イ

オ
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
管
理
委
託

委
託
料

平
成
2
5
年
1
0
月

平
成
2
6
年
度
か

ら
平
成
3
0
年
度
ま

で
5
9
4
,
2
3
1
,
0
0
0

5
9
1
,
5
3
7
,
2
4
9

0
2
4
0
,
9
0
8
,
1
6
6

1
1
2
,
4
7
9
,
0
8
3

2
3
8
,
1
5
0
,
0
0
0

5
9
1
,
5
3
7
,
2
4
9

5
9
1
,
5
3
7
,
2
4
9

1
,
2
0
7
,
9
9
1
,
5
5
6

7
4
,
4
9
5
,
4
5
3

2
8
9
,
9
3
3
,
6
6
9

2
2
7
,
2
2
4
,
9
8
6

5
3
9
,
7
7
6
,
1
1
9

1
,
0
5
6
,
9
3
4
,
7
7
4

1
,
1
3
1
,
4
3
0
,
2
2
7

合
　
　
　
　
　
計
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　（１）負担金　・・・　該当なし

　予算科目（環境保全費）

　①　国　補　分　・・・　該当なし

　②　単　県　分

H27.7.13 H29.5.8 精算 H29.5.18 9,463,724

14,195,610 外 外 外

（H13年度） H27.7.24

(補助率： 2/3 ） 外

9,463,724 H27.8.5 H29.3.31 H29.4.21

外 外 外

H28.3.22 概算 H28.5.16 358,860

545,268 H29.5.8 概算 H28.10.5 283,140

（H20年度） H28.4.3 精算 H29.5.18 △ 96,732

(補助率： 10/10 ）

545,268 H28.4.20 H29.4.7 H29.4.27

H28.5.24 精算 H29.5.26 250,000

756,000 H29.4.24

（H19年度） H28.12.7

(補助率： 1/2 ）

250,000

H28.12.12 H29.4.5 H29.4.20

H28.3.22 概算 H28.5.27 1,300,000

1,620,836 H29.4.19 精算 H29.5.8 △ 489,582

（H17年度） H28.3.24

(補助率： 1/2 ）

810,418

H28.4.1 H29.4.5 H29.4.14

132,000

（H18年度）

本庁執行分計 11,201,410

出納機関執行分計 0

単　　県   分   計 11,201,410

１７　負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

  （２）補助金

（単位：円）

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日
額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考

交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日 概算

払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
 事 業 の 内 容

補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日
実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

鳥取県リサイクル技
術・製品実用化事業
補助金

米子市車尾三
丁目5番28号
（株）ワイエスエ
ンジニアリング

外2件

文書ID:
17-00028249
外

県内に所在する企業
及び大学等が行う研
究開発に対し助成

鳥取県リサイクル産
業事業化促進事業補
助金 鳥取市若葉台

南七丁目5番1
号
（公財）鳥取県
産業振興機構

文書ID:
17-00028239

（公財）鳥取県産業振
興機構に設置する
コーディネーターに関
する経費を助成

鳥取県リサイクル製
品販売促進事業補助
金

境港市昭和町5
番地17
三光（株）

文書ID:
17-00016189

鳥取県認定グリーン
商品及び県内リサイ
クル技術の県外の展
示会等への出展に係
る経費を助成

鳥取県認定グリーン
商品普及促進事業補
助金 東伯郡湯梨浜

町小浜756-3
鳥取県認定グ
リーン商品普
及促進協議会

文書ID:
17-00012357

鳥取県認定グリーン
商品の普及促進を目
的とした展示会開催
等を行う団体に対し、
その経費を助成

企業自立サポート事
業補助金

企業支援課へ配当替え
環境産業支援資金融
資事業に係る利子補
給

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満のも
の

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。
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　予算科目（中小企業振興費）

　①　国　補　分　・・・　該当なし

  ②　単　県　分

29,283,200 H28.11.14 H28.12.16 H29.3.30 精算 H29.4.17 8,920,000

外 外 外 外
（H21年度） H28.11.18 H29.2.28 H29.3.22

(補助率：1/2,1/3） 外 外 外

8,920,000 H28.11.28 H29.3.13 H29.3.22

外 外 外

H29.4.18 概算 H28.5.30 350,000

388,572 精算 H29.4.24 △ 155,714

（H21年度） H28.5.11

(補助率 1/2 ）

194,286 H28.5.16 H29.4.7 H29.4.11

2,159,865 H29.5.15 概算 H28.6.1 1,079,932
外 概算 H28.10.3

(H28.4.28) 外
（H27年度） （補助率 1/2） H28.8.15

1,079,932 (H28.5.24) H29.4.20 H29.5.11

H28.9.8 外 外

1,566,169 H29.2.23 概算 H28.5.31 739,745

外 概算 H28.10.3

（H24年度） (H24.8.6) 精算 H29.3.7

（補助率 年0.7％） H27.10.1 外

外

739,745 (H24.8.22) H29.2.8 H29.2.10

H27.10.7 外 外

外

46,562,494 H29.5.19 精算 H29.5.30 30,735,000

外 外
H28.4.21

（H27年度） （補助率 2/3） 外
30,735,000 H28.5.30 H29.4.20 H29.4.26

外 外 外

1,081,000

6,366,763 H29.3.8 精算 H29.3.24 1,894,053

外 外

（H22年度） H28.6.27

（補助率 1/3） 外

H28.7.7 H29.3.3 H29.3.3

1,894,053 外 外 外

（単位：円）

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日 額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考
交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日 概算

払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
 事 業 の 内 容

補 助 率 及 び
補　助　金　額

 交付決定
年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

鳥取県環境対策設備
導入促進補助金

米子市東福原
四丁目20-9
（株）駿英
外7件

文書ID：16-00176249

県内中小企業等が環
境対策に取り組む上
で必要となる設備の
導入に対して助成

鳥取県太陽光発電シ
ステム取扱事業者協
議会支援補助金 鳥取市東町1-

220
鳥取県太陽光
発電システム
取扱事業者協
議会

文書ＩＤ：17-00008424

鳥取県太陽光発電シ
ステム取扱事業者協
議会が行う普及及び
人材育成事業に対し
助成

とっとりバイオフロン
ティア施設利用料補
助金

米子市西町86
㈱Trans
Chromosomics
外1件

文書ID：17-00034203

バイオ産業の創出促
進を図るため、フロン
ティア認定事業者に
対する施設利用料の
一部助成

バイオ産業支援資金
利子補助金

米子市西町
133-2
㈱
chromocenter
外2件

文書ID：16-00153726

バイオ産業支援資金
を利用する認定事業
者に対する支払利息
の一部助成

鳥取県創薬支援型ベ
ンチャー企業等支援
事業補助金 京都市中京区

西ノ京西月光
町40
（株）ケー・
エー・シー
外3件

文書ID：17-00039725

認定事業者が行う技
術の実用化に向けた
研究開発や需要開拓
を行う事業に対する
補助

バイオ産業支援資金
（企業自立サポート）

企業支援課へ配当替え

バイオフロンティア認
定企業が利用するバ
イオ産業支援資金低
利融資とするための
金融機関への利子補
助

情報通信産業におけ
る人材育成支援事業
補助金 鳥取市若葉台

南7-5-1
(一社)鳥取県
情報産業協会
外１件

文書ID：16-00164867,
文書ID：16-00083078

県内のＩＣＴ(情報通信
技術)産業の人材育
成を支援
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21,104,008 H27.12.15 H29.4.19 精算 H29.5.12 14,001,000

（H27年度） H28.1.15

（補助率 2/3） 外

H28.2.9 H29.2.23 H29.4.5

14,001,000 外 外 外

13,522,046 H29.2.14 H29.5.17 精算 H29.5.25 8,630,000

外

（H28年度） H29.2.15

（補助率 2/3） 外

H29.3.8 H29.4.14 H29.5.9

8,630,000 外 外 外

13,873,088 H29.5.8外 精算 H29.5.16外 13,873,088 文書ＩＤ:17-00022431

H27.6.10外

(補助率：10/10）

13,873,088 H27.6.29外 H29.4.7外 H29.4.12外

3,343,235 H28.630 H29.3.9 精算 H29.3.17 557,205 文書ＩＤ:16-00165919

H28.8.23 H28.2.20

(補助率：1/6）

557,205 H28.8.31 H29.3.2 H29.3.8

929,697 H29.5.1 精算 H29.5.12 428,213

（H12年度） H28.3.31 H29.4.24

（補助率 1/2以内）

428,213 H28.4.6 H29.4.10 H29.4.24

6,339,156 H29.5.8 概算 H28.4.20 5,820,000

概算 H29.1.30 534,000

H28.3.31 H29.3.31 H29.4.24 精算 H29.5.15 △ 14,844

（補助率 10/10）

（H8年度） 6,339,156 H28.4.1 H29.4.20 H29.4.24

3,209,967 H29.4.10 概算 H28.4.28 525,976

概算 H28.7.25 735,704

H28.3.29 H29.3.31 H29.4.4 概算 H28.10.31 579,416

（補助率 10/10） 概算 H29.1.30 1,226,904

3,209,967 H28.4.1 H29.4.6 H29.4.4 精算 H29.4.20 141,967

（H18年度）

審査・現地
調査年月日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
 交付決定
年 月 日

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額 実績報告

年  月  日

ウェアラブルデバイス
活用実証モデル開発
支援補助金
（H28交付決定分）

米子市河崎610
㈱中海テレビ
放送
外2件

文書ID：17-00009876

ウェアラブルデバイス
を活用し、県内での
実証モデルの開発に
要する経費を補助

鳥取県先端ICT活用
実証モデル開発支援
補助金 米子市両三柳

2864-16
㈱ケイズ
外1件

文書ID：17-00034863

先端ICTを活用し、県
内での実証モデルの
開発に要する経費を
補助

「創業支援資金」ス
タートアップ応援事業
補助金
（H26年度）

鳥取市秋里748
－５
株式会社ＭＬ
外53件

創業支援資金の借入
れに係る利子を補助

鳥取県圏域創業促進
事業補助金

米子商工会議
所

創業支援者が行う事
業について国、市町
村等が支援を行う場
合に事業費の一部を
補助

(一社)鳥取県発明協
会補助金

鳥取市若葉台
南7-5-1
(一社)鳥取県
発明協会

文書ＩＤ:17-00022950

鳥取県発明くふう展、
中国地方発明表彰開
催に要する経費への
補助

鳥取県知的所有権セ
ンター補助金（知的
所有権センター運営
費補助事業）

鳥取市若葉台
南7-5-1
（一社）鳥取県
発明協会

文書ＩＤ:17-00027149

知的所有権センター
運営費に対する補助

鳥取県知的所有権セ
ンター補助金（知的
財産活用ビジネス支
援事業・特許流通支
援事業）

鳥取市若葉台
南7-5-1
(公財)鳥取県
産業振興機構

文書ＩＤ:17-00005047

【知的財産活用ビジ
ネス支援事業】知財
ビジネスプロデュー
サー配置にかかる補
助
【特許流通支援事業】
知的財産の流通を促
進するための経費の
補助
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1,384,179 H29.4.17 概算 H28.4.28 300,000

概算 H28.9.13 495,700

（H22年度） (H28.3.30) H29.3.31 H29.4.14 精算 H29.4.26 △ 103,611

(補助率 １/2) H28.8.10

692,089 (H28.4.4) H29.4.5 H29.4.14

H28.8.22

16,556,663 H27.3.12 H29.5.12 精算 H29.5.19 8,793,706

外 外

（H27.3.13)
H28.3.15

H29.3.15

（H26年度） （補助率 2/3） 外 外

8,793,706
(H27.3.19)
H28.3.18

H29.3.17 H29.4.27

外 外 外

19,564,885 H27.12.21 H28.11.30 精算 H28.12.5 12,560,000

外 外

H27.12.22 H28.9.30

（H26年度） （補助率 2/3） 外 外

12,560,000 H28.1.4 H28.10.5 H28.11.10

外 外 外

6,931,154 H28.8.22 H29.5.16 精算 H29.5.24 4,487,000

外 外

H28.8.24 H29.2.28

（H26年度） （補助率 2/3） 外 外

4,487,000 H28.9.7 H29.3.9 H29.4.24

外 外 外

H29.5.17 精算 H29.5.26 7,715,393

7,715,393

（H26年度） （H27.3.30） H29.3.31

(補助率：10/10） H28.1.20

7,715,393 （H27.4.1） H29.4.19 H29.5.1

H28.1.25

H29.5.17 概算 H28.4.22 10,651,000

19,150,348 概算 H28.12.6 12,677,000

（H26年度） H28.3.30 H29.3.31 精算 H29.5.26 △ 4,177,652

(補助率：10/10）

19,150,348 H28.4.1 H29.4.19 H29.5.1

審査・現地
調査年月日

　支 出 の 状 況

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
 交付決定
年 月 日

実績報告
年  月  日

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日 額の確定
年 月 日

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額

鳥取県外国出願支援
事業補助金

鳥取市若葉台
南7-5-1
(公財)鳥取県
産業振興機構

全
部

文書ＩＤ：17-00011277

産業振興機構が行う
県内企業の外国出願
に要する経費の補助
に対して1/2を補助

鳥取県中小企業調
査・研究開発支援補
助金（H26交付決定
分）

米子市新開2-
1-7
（株）ｻﾃﾗｲﾄｺﾐｭ
ﾆｹｰｼｮﾝｽﾞﾈｯﾄ
ﾜｰｸ外3件

文書ID：17-00030213

中小企業が新たな製
品や技術の開発によ
る事業化を行うため
に必要な調査研究等
に対して補助

鳥取県中小企業調
査・研究開発支援補
助金（H27交付決定
分）

米子市和田町
1772
Ｖ・ＴＥＣ（株）外
9件

文書ID：16-00114541

中小企業が新たな製
品や技術の開発によ
る事業化を行うため
に必要な調査研究等
に対して補助

鳥取県中小企業調
査・研究開発支援補
助金（H28交付決定
分）

八頭町郡家
199-1
（株）ケイケイ外
5件

文書ID：17-00032836

中小企業が新たな製
品や技術の開発によ
る事業化を行うため
に必要な調査研究等
に対して補助

医工連携推進事業補
助金（H27交付決定
分）

鳥取市若葉台
南7-5-1
（公財）鳥取県
産業振興機構

文書ID：17-00034540

（公財）鳥取県産業振
興機構が行う県内中
小企業の医療機器分
野に向けた取組を支
援

医工連携推進事業補
助金（H28交付決定
分）

鳥取市若葉台
南7-5-1
（公財）鳥取県
産業振興機構

文書ID：17-00034572

（公財）鳥取県産業振
興機構が行う県内中
小企業の医療機器分
野に向けた取組を支
援
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19,084,000 H26.4.1 H29.4.28 精算 H29.5.12 19,084,000 文書ＩＤ:17-00018918

H26.3.31 H29.3.31

(補助率：10/10）

19,084,000 H26.4.1 H29.4.20 H29.4.24

13,516,000 H27.4.1 H29.5.8 概算 H29.3.30 22,500,000 文書ＩＤ:17-00022401

精算 H29.5.18 △ 8,984,000

H27.3.30

(補助率：10/10）

13,516,000 H27.4.1 H29.4.17 H29.4.24

3,992,221 H28.4.1 H29.5.8 概算 H28.4.22 24,589,300 文書ＩＤ:17-00022384

概算 H28.10.21 1,994,700

H28.3.22 精算 H29.5.18 △ 22,591,779

(補助率：10/10）

3,992,221 H28.4.1 H29.4.20 H29.4.24

3,269,280 H29.4.21 精算 H29.4.28 他 1,634,640 文書ＩＤ:17-00012734

外

H28.3.14

（補助率 1/2） 外

H28.3.22 H29.4.13 H29.4.17

1,634,640 外 外 外

298,315,317 H28.5.10 概算 H28.4.19 77,804,000

概算 H28.7.8 77,804,000

(H28.3.25) H29.3.31 概算 H28.10.11 77,804,000

（補助率 10/10） H29.2.17 概算 H29.1.10 77,804,000

H28.4.1 H29.4.20 H29.4.26 精算 H29.5.24 △ 18,204,776

293,011,224 外

22,626,000 H28.6.7 H28.12.28 精算 H29.1.10 22,626,000

H28.6.1 H28.11.27 H28.12.16

（補助率 10/10）

H28.6.3 H28.12.19 H28.12.12

22,626,000

3,480,000 H28.7.7 H29.5.10 概算 H28.8.17 3,480,000

（平成２８年度） （補助率 10/10） H28.7.21

3,480,000

H28.8.3 H29.4.17 H29.5.1

本庁執行分計 502,425,266

出納機関執行分計 3,816,908

単　　県   分   計 506,242,174

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
 交付決定
年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日 額の確定
年 月 日

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額

平成26年度起業創業
チャレンジ総合支援
補助金 鳥取市若葉台

南7-5-1
(公財)鳥取県
産業振興機構

(公財)鳥取県産業振
興機構の企業支援他
に要する経費を補助

　支 出 の 状 況

平成27年度起業創業
チャレンジ支援補助
金 鳥取市若葉台

南7-5-1
(公財)鳥取県
産業振興機構

(公財)鳥取県産業振
興機構の企業支援他
に要する経費を補助

平成28年度起業創業
チャレンジ支援補助
金 鳥取市若葉台

南7-5-1
(公財)鳥取県
産業振興機構

(公財)鳥取県産業振
興機構の企業支援他
に要する経費を補助

販路開拓県外ビジネ
ス拠点確保支援事業

鳥取市気高町
勝見１８４－
２
モルタルマ
ジック株式会
社　他

県内中小企業が、県
外の営業拠点などを
設置するのに要する
経費を補助

(公財)鳥取県産業振
興機構運営費交付金
（平成２３年度） 鳥取市若葉台

南7丁目5番1号
(公財）鳥取県
産業振興機構

文書ＩＤ：15-00180787

(公財)鳥取県産業振
興機構の企業支援及
び体制整備に要する
経費を補助

(公財)鳥取県産業振
興機構施設整備事業
補助金
（平成２８年度）

鳥取市若葉台
南7丁目5番1号
(公財）鳥取県
産業振興機構

文書ＩＤ：16-00034800

(公財)鳥取県産業振
興機構の施設改修等
に要する経費を補助

とっとりバイオフロン
ティア基金造成事業
補助金 鳥取市若葉台

南7丁目5番1号
(公財）鳥取県
産業振興機構

文書ＩＤ：16-00062170

とっとりバイオフロン
ティアの基金造成

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満のも
の

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。
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　予算科目（産業技術センター費）

　①　国　補　分　・・・　該当なし

  ②　単　県　分

7,809,720 精算 H29.5.25 7,809,720

H28.5.18

（H２８年度） (H28.4.1) H29.3.31

(補助率：10/10） H29.3.27

7,809,720 (H28.4.1) H29.4.20 H28.5.11

H29.3.31

本庁執行分計 7,809,720

出納機関執行分計

単　　県   分   計 7,809,720

（３）交付金　

予算科目（目） 予算額
区
分

負担金の名称 支出先 負担率 支出金額

支出の根拠
法令名等（規
約、要綱等を
含む。）

備考

258,800,000

198,632,000

192,343,000

126,652,000

本庁執行分計 776,427,000

出納機関執行分計 0

目　計 776,427,000

合　計 776,427,000

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日 額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考

交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日 概算

払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
 事 業 の 内 容

補 助 率 及 び
補　助　金　額

 交付決定
年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

（地独）鳥取県産業技
術センター利用料減
免等補助金

鳥取市若葉台
南７丁目１－１
（地独）鳥取県
産業技術セン
ター

文書ID：16-00028817
文書ＩＤ：17－00031806
（増額承認）

県内小規模事業者が
負担する使用料の一
部を（地独）鳥取県産
業技術センターに補
助。

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満のも
の

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行するもの）　・・・　該当なし

支出年月日

産業技術センター費 776,427,000
単
県

地方独立行政法
人鳥取県産業技
術センター運営
交付金

鳥取市若葉
台南7-1-1
（地独）鳥取
県産業技術
センター

10／10
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執

行
し

た
も

の
）

予
定

価
格

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

3
,1

7
1
,0

0
0

（
H

2
8
.4

.1
2
）

3
,0

8
8
,8

0
0

～
H

2
9
.2

.2
8

H
2
8
.3

.2
8

（
H

2
8
.4

.8
）

H
2
9
.2

.2
8

（
　

　
　

　
）

H
2
9
.3

.2
4

 予
定

価
格

が
5
0
万

円
 未

満
の

も
の

本
庁

執
行

分
計

3
,0

8
8
,8

0
0

出
納

機
関

執
行

分
計

目
　

　
　

計
3
,0

8
8
,8

0
0

合
　

　
　

計
3
,0

8
8
,8

0
0

契
約

期
間

支
出

区
分

支
  

 出
年

月
日

金
  

 　
額

　
　

 変
 更

 契
 約

 （
 最

 終
 )

履
行

検
査

年
　

月
　

日
契

約
期

間

（
単

位
：
円

）

完
　

 了
年

月
日

支
  

出
  

の
  

状
  

況

備
 　

考
予

　
算

　
科

　
目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
等

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

等
年

月
日

)

3
,0

8
8
,8

0
0

文
書

ＩＤ
1
6
-

0
0
1
7
7
8
6
6

企
画

総
務

費
と

っ
と

り
起

業
女

子
応

援
事

業
運

営
業

務

株
式

会
社

ビ
ザ

ス
ク

代
表

取
締

役
端

羽
英

子
精

算
H

2
9
.4

.3
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１
８

　
工

事
請

負
費

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

１
９

　
財

産
に

関
す

る
調

べ
　

（
１

）
公

有
財

産
　

　
ア

　
土

　
地

　
・
・
・
　

該
当

な
し

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
別

異
動

日
面

積
(㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
理

由
登

記
年

月
日

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

加
H

H
減

少
H

H
計

1
,2

6
0
.8

4
4
9
9
,6

9
7
,1

0
0

0
0

1
,2

6
0
.8

4
4
9
9
,6

9
7
,1

0
0

合
計

1
,2

6
0
.8

4
4
9
9
,6

9
7
,1

0
0

0
0

1
,2

6
0
.8

4
4
9
9
,6

9
7
,1

0
0

　
　

ウ
　

山
　

林
 ・

・
・
　

該
当

な
し

　
　

エ
　

不
動

産
売

却
　

・
・
・
　

該
当

な
し

　
　

オ
　

財
産

の
交

換
　

・
・
・
　

該
当

な
し

  
　

カ
　

動
　

産
（
船

舶
、

浮
標

、
浮

桟
橋

、
浮

ド
ッ

ク
、

航
空

機
）
　

・
・
・
　

該
当

な
し

  
　

キ
　

物
　

権
　

・
・
・
　

該
当

な
し

　
  

ク
　

無
体

財
産

権
（
特

許
権

、
著

作
券

、
商

標
権

、
実

用
新

案
件

等
）

　
　

（
ア

）
　

異
動

状
況

　
・
・
・
　

該
当

な
し

　
　

（
イ

）
　

出
願

及
び

登
録

の
状

況

区
　

　
分

出
願

日
登

録
日

特
許

権
H

2
4
.8

.2
3

出
願

中

特
許

権
H

2
4
.6

.2
7

H
2
6
.3

.1
4

出
願

中
件

登
録

件

　
　

（
ウ

）
　

活
用

の
状

況
　

・
・
・
　

該
当

な
し

　
ケ

　
有

価
証

券

増
減

株
券

2
0
0
株

2
,0

0
0
,0

0
0
円

0
株

0
円

0
株

0
円

2
0
0
株

2
,0

0
0
,0

0
0
円

大
阪

中
小

企
業

投
資

育
成

株
式

会
社

合
　

　
　

計
2
0
0
株

2
,0

0
0
,0

0
0
円

0
株

0
円

0
株

0
円

2
0
0
株

2
,0

0
0
,0

0
0
円

（
平

成
２

８
年

３
月

３
１

日
現

在
）

区
　

　
　

分
前

年
度

末
（
数

量
、

金
額

）

本
　

年
　

度
　

中
本

年
度

末
（
数

量
、

金
額

）
法

人
名

備
　

考

名
　

　
称

活
用

の
有

無

修
飾

キ
チ

ン
ナ

ノ
フ

ァ
イ

バ
ー

無

炎
症

性
腸

疾
患

治
療

剤
無

備
　

考

行
政

財
産

と
っ

と
り

バ
イ

オ
フ

ロ
ン

テ
ィ

ア
米

子
市

西
町

8
6

1
,2

6
0
.8

4
4
9
9
,6

9
7
,1

0
0

1
,2

6
0
.8

4
4
9
9
,6

9
7
,1

0
0

　
　

イ
　

建
　

物
（
平

成
２

８
年

３
月

３
１

日
現

在
）

行
政

・
普

通
財

産
の

　
　

区
分

施
設

名
等

所
　

　
在

　
　

地
前

年
度

末
本

年
度

異
動

状
況

本
年

度
末
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コ
　

出
資

に
よ

る
権

利
　

前
年

度
末

本
年

度
末

（
数

量
、

金
額

）
増

減
（
数

量
、

金
額

）

円
円

円
円 0

出
資

金
7
5
,0

0
0
,0

0
0

7
5
,0

0
0
,0

0
0

と
っ

と
り

チ
ャ

レ
ン

ジ
応

援
フ

ァ
ン

ド
投

資
事

業
有

限
責

任
組

合
（
と

っ
と

り
キ

ャ
ピ

タ
ル

㈱
）

出
資

金
7
5
,0

0
0
,0

0
0

7
5
,0

0
0
,0

0
0

ト
ニ

ー
2
号

投
資

事
業

有
限

責
任

組
合

（
ご

う
き

ん
キ

ャ
ピ

タ
ル

㈱
）

 （
２

）
金

券
類

の
受

払
状

況

ア
　
金
券
の
受
払
状
況

購
 
入
 
額

使
 
用
 
額

　
円

　
円

　
円

　
円

郵
便
切
手
及
び

郵
便
は
が
き

3
1
,
9
8
5

8
,
8
9
5

1
1
,
7
4
7

2
9
,
1
3
3

収
入
印
紙

0
0

0
0

収
入
証
紙

0
0

0
0

タ
ク
シ
ー
ク
ー

ポ
ン
券

0
0

0
0

鉄
道
バ
ス
プ
リ

ペ
ー
ド
カ
ー
ド

0
0

0
0

合
　
　
計

3
1
,
9
8
5

8
,
8
9
5

1
1
,
7
4
7

2
9
,
1
3
3

イ
　
タ
ク
シ
ー
チ
ケ
ッ
ト
の
受
払
状
況

4
7
,6

2
0
円

使
用

枚
数

及
び

金
額

1
1
1

（
平

成
２

９
年

３
月

３
１

日
現

在
）

購
入

枚
数

枚

1
4
7

3
6

枚

本
　
年
　
度
　
中

本
年
度
末

備
　
　
　
　
考

前
年
度
末
未
使
用
枚
数

本
　

　
年

　
　

度
　

　
中

本
年

度
末

備
　

　
　

考

0

（
平

成
２

９
年

３
月

３
１

日
現

在
）

区
　

　
分

本
　

　
年

　
　

度
　

　
中

0

枚
枚

種
　
　
別

前
年
度
末

（
平

成
２

９
年

３
月

３
１

日
現

在
）

1
5
0
,0

0
0
,0

0
0

備
　

　
　

考
法

　
人

　
名

合
　

　
計

1
5
0
,0

0
0
,0

0
0

0
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（
３

）
基

　
金

　
・
・
・
　

該
当

な
し

 
(
４
)
 
債
　
権

金
　

　
額

件
　

数
金

　
　

額
件

　
数

金
　

　
額

件
　

数
金

　
　

額
件

　
数

円
円

円
円

と
っ

と
り

次
世

代
・
地

域
資

源
産

業
育

成
フ

ァ
ン

ド
5
,0

0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0

0
0

0
5
,0

0
0
,0

0
0
,0

0
0

1

合
　

　
　

計
5
,0

0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0

0
0

0
5
,0

0
0
,0

0
0
,0

0
0

1

２
１

　
借

受
不

動
産

明
細

調
べ

借
受

先

単
 価

本
年

度
の

借
料

月
額

・
年

額

4
3
9
.6

1
7

月
額

・
年

額

7
9
7
.4

6
6

合
　

計
1
2
3
7
.0

8
3

２
２

　
職

員
住

宅
及

び
職

員
駐

車
場

の
管

理
状

況
調

べ
　

・
・
・
　

該
当

な
し

２
４

　
寄

附
物

件
の

受
納

状
況

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

２
６

　
現

金
、

有
価

証
券

、
物

品
の

亡
失

、
損

傷
調

べ

本
　

　
　

年
　

　
　

度
　

　
　

中
本

　
年

　
度

　
末

　
現

　
在

　
高

備
　

考
増

減

平
成

２
７

年
度

は
債

権
増

減
通

知
書

を
提

出
し

て
お

ら
ず

報
告

漏
れ

に
な

っ
て

い
た

た
め

昨
年

度
の

監
査

調
書

の
債

権
の

項
目

は
該

当
な

し
に

な
っ

て
い

る
が

、
平

成
２

８
年

度
は

債
権

増
減

通
知

書
を

提
出

済
み

。

個
　

数

平
成

2
8
年

8
月

3
1
日

会
議

テ
ー

ブ
ル

1
・
　

有
　

　
　

　
　

・
　

無
会

議
用

机
（
木

製
）

1
収

納
棚

1

２
３

　
自

動
車

（
二

輪
を

除
く
）
の

管
理

状
況

調
べ

　
　

・
・
・
　

該
当

な
し

２
５

　
備

品
の

処
分

状
況

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

（
１

）
　

現
金

、
有

価
証

券
、

物
品

の
亡

失
、

損
傷

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

（
２

）
　

物
品

の
照

合
照

合
年

月
日

現
物

確
認

で
き

な
か

っ
た

物
品

現
物

が
確

認
で

き
な

か
っ

た
物

品
名

有
H

2
6
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

7
9
7
.4

6
6

鳥
取

市
湖

山
町

南
４

丁
目

1
0
1

国
立

大
学

法
人

鳥
取

大
学

有
H

2
6
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

4
3
9
.6

1
7

鳥
取

市
湖

山
町

南
４

丁
目

1
0
1

国
立

大
学

法
人

鳥
取

大
学

建
物

実
験

施
設

と
っ

と
り

バ
イ

オ
フ

ロ
ン

テ
ィ

ア
米

子
市

西
町

1
3
3
-
2

1
5
8
.3

9
㎡

備
　

考
契

約
書

の
有

無
借

受
期

間

借
　

　
料

　
（
円

）

住
　

　
所

氏
　

　
名

土
地

学
校

用
地

と
っ

と
り

バ
イ

オ
フ

ロ
ン

テ
ィ

ア
米

子
市

西
町

1
3
3
-
2

5
4
1
.4

0
㎡

区
　

分
種

　
別

借
受

（
使

用
）
目

的
所

　
在

　
地

数
量

又
は

面
　

　
　

積

契
　

約
　

の
　

状
　

況

債
 権

 の
 名

 称
前

　
年

　
度

　
末

　
現

　
在

　
高
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２
７

　
貸

付
金

等
状

況
調

べ

　
（
１

）
総

括
表

（
単

位
：
円

）

前
年

度
末

現
在

貸
付

残
高

本
年

度
貸

付
額

償
還

額
不

納
欠

損
額

 
償

還
免

除
額

(Ａ
)

(Ｂ
)

（
Ｃ

）
（
Ｄ

）
（
Ｅ

）
(Ａ

＋
Ｂ

）
－

（
Ｃ

＋
Ｄ

＋
Ｅ

)

（
公

財
）
鳥

取
県

産
業

振
興

機
構

5
,0

0
0
,0

0
0
,0

0
0

0
0

5
,0

0
0
,0

0
0
,0

0
0

（
公

財
）
鳥

取
県

産
業

振
興

機
構

2
7
3
,9

7
3
,0

0
0

2
7
3
,9

7
3
,0

0
0

0

5
,0

0
0
,0

0
0
,0

0
0

2
7
3
,9

7
3
,0

0
0

2
7
3
,9

7
3
,0

0
0

0
0

5
,0

0
0
,0

0
0
,0

0
0

　
（
２

）
償

還
状

況

（
と

っ
と

り
次

世
代

・
地

域
資

源
産

業
育

成
フ

ァ
ン

ド
）

（
単

位
：
円

）

前
年

度
末

現
在

　
　

　
貸

付
残

高
本

年
度

貸
付

額
区

分
収

入
調

定
額

償
還

額
不

納
欠

損
額

 
償

還
免

除
額

収
入

未
済

額
償

 還
 期

未
到

来
分

(Ａ
)

(Ｂ
)

(Ｃ
)

(Ｄ
)

(Ｅ
)

(Ｆ
)

(Ｃ
－

Ｄ
－

Ｅ
－

Ｆ
)

  
(A

＋
B

－
Ｃ

)
過

年
度

分
0

5
,0

0
0
,0

0
0
,0

0
0

0
現

年
度

分
0

5
,0

0
0
,0

0
0
,0

0
0

小
計

0
0

0
0

0
0

過
年

度
分

0
現

年
度

分
0

小
計

0
0

0
0

0
合

計
0

0
0

0
0

（
産

業
振

興
機

構
施

設
管

理
支

援
事

業
貸

付
金

）
（
単

位
：
円

）

前
年

度
末

現
在

　
　

　
貸

付
残

高
本

年
度

貸
付

額
区

分
収

入
調

定
額

償
還

額
不

納
欠

損
額

 
償

還
免

除
額

収
入

未
済

額
償

 還
 期

未
到

来
分

(Ａ
)

(Ｂ
)

(Ｃ
)

(Ｄ
)

(Ｅ
)

(Ｆ
)

(Ｃ
－

Ｄ
－

Ｅ
－

Ｆ
)

  
(A

＋
B

－
Ｃ

)
過

年
度

分
0

現
年

度
分

2
7
3
,9

7
3
,0

0
0

2
7
3
,9

7
3
,0

0
0

0
2
7
3
,9

7
3
,0

0
0

小
計

2
7
3
,9

7
3
,0

0
0

2
7
3
,9

7
3
,0

0
0

0
0

0
0

過
年

度
分

0
現

年
度

分
0

小
計

0
0

0
0

0
合

計
2
7
3
,9

7
3
,0

0
0

2
7
3
,9

7
3
,0

0
0

0
0

0

備
　

考

利
子

区
分

貸
　

　
付

　
　

額
本

　
年

　
度

本
　

年
　

度
　

末

本
　

年
　

度
　

末

備
　

考

元
金

元
金

利
子

合
　

　
　

計

区
分

貸
　

　
付

　
　

額
本

　
年

　
度

貸
付

金
の

名
称

貸
付

先

貸
　

付
　

額
本

年
度

（
元

金
の

み
）

本
年

度
末

現
在

貸
付

残
高

備
　

考

と
っ

と
り

次
世

代
・
地

域
資

源
産

業
育

成
フ

ァ
ン

ド

産
業

振
興

機
構

施
設

管
理

支
援

事
業

貸
付

金
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２
８

　
職

員
旅

費
の

執
行

状
況

調
べ

（
１

）
旅

行
伺

の
事

前
承

認

1
0
9

1
0

－
8

2

（
２

）
旅

費
概

算
払

の
精

算
等

　
ア

　
概

算
払

の
精

算
が

旅
行

完
了

日
の

翌
日

か
ら

２
週

間
以

上
経

過
し

て
い

る
も

の
（
零

精
算

を
除

く
）
　

…
…

…
…

…
  
 （

  
概

算
払

の
実

績
な

し
　

）

　
イ

　
精

算
払

が
旅

行
完

了
日

の
翌

日
か

ら
3
0
日

以
上

経
過

し
て

い
る

も
の

　
 …

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

  
 （

　
8
1
　

件
中

　
7
　

件
）

（
３

）
旅

費
の

計
算

用
　

務
　

先
旅

　
行

　
期

　
間

支
出

金
額

イ
ン

テ
ッ

ク
ス

大
阪

（
大

阪
市

）
H

2
9
.2

.1
4
～

2
.1

6
3
9
,0

5
0

東
京

、
名

古
屋

、
京

都
H

2
9
.2

.7
～

2
.8

3
7
,7

7
0

山
口

県
庁

（
山

口
市

）
H

2
9
.2

.1
0

3
0
,5

6
0

東
京

都
内

H
2
8
.1

2
.1

6
～

1
2
.1

8
2
9
,3

6
0

東
京

都
内

H
2
8
.1

2
.2

0
～

1
2
.2

1
1
7
,6

6
0

（
４

）
旅

費
の

適
正

執
行

の
取

組
状

況
等

起
業

女
子

応
援

事
業

に
係

る
講

師
等

打
合

せ

Iｏ
Ｔ

セ
ミ

ナ
ー

講
師

依
頼

、
企

業
訪

問

用
　

務
　

内
　

容
備

　
　

　
　

考

メ
デ

ィ
カ

ル
ジ

ャ
パ

ン
2
0
1
7
大

阪
　

関
西

広
域

連
合

ブ
ー

ス
動

員

中
国

地
域

創
業

支
援

担
当

者
連

絡
会

議
出

席

平
成

2
7
年

度
決

算
監

査
に

お
い

て
、

「
職

員
旅

費
の

過
大

支
出

（
誤

支
給

）
」
、

「
旅

行
命

令
の

発
令

前
の

旅
行

」
に

つ
い

て
注

意
を

受
け

た
こ

と
か

ら
、

宿
泊

を
伴

う
県

外
で

の
同

一
域

内
旅

費
の

支
給

、
宿

泊
料

の
区

分
（
甲

・
乙

地
）
、

食
糧

費
（
夕

食
）
が

支
給

さ
れ

る
場

合
の

宿
泊

料
の

減
額

調
整

等
に

つ
い

て
、

あ
ら

た
め

て
課

員
に

周
知

す
る

と
と

も
に

、
早

め
の

出
張

伺
と

事
前

承
認

の
徹

底
に

努
め

て
い

る
。

次
年

度
事

業
及

び
デ

ザ
イ

ン
セ

ミ
ナ

ー
の

講
師

依
頼

、
東

京
ｽ

ﾀ
ｰ

ﾄｱ
ｯ
ﾌ
ﾟﾊ

ﾌ
ﾞ

視
察

、
外

部
専

門
家

と
の

打
ち

合
わ

せ
等

 旅
行

総
件

数
旅

費
シ

ス
テ

ム
で

 発
令

日
が

出
発

日
 よ

り
遅

い
件

数
  
①

①
の

う
ち

履
歴

で
事

前
承

認
が

確
認

で
き

た
件

数
  
②

①
の

う
ち

②
以

外
で

緊
急

等
特

別
な

理
由

が
あ

っ
た

件
数

  
③

特
別

な
理

由
も

な
く
事

前
承

認
が

さ
れ

て
い

な
い

件
数

　
　

（
①

－
②

－
③

）
備

　
　

　
　

考
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○
　

意
見

、
要

望
等

　
　

（
１

）
業

務
に

関
す

る
要

望
等

特
に

な
し

　
　

（
２

）
監

査
委

員
事

務
局

に
対

す
る

意
見

・
要

望
等

特
に

な
し
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